
（単位：千円）

予算額	
 (Ａ) 決算額	
 (Ｂ) 差異	
 (Ａ)－(Ｂ) 備　考

Ⅰ　事業活動収支の部
１．事業活動収入

①会費収入

会員会費収入 237,211 238,431 ▲	
 1,220 会員増加による収入増

②特定資産運用収入

特定資産利息収入 28 41 ▲13
③事業収入

印刷物頒布代収入 32 76 ▲	
 44
④負担金収入

負担金収入 - 150 ▲	
 150
⑤雑収入

雑収入 - 134 ▲134
事業活動収入計 237,271 238,834 ▲	
 1,563

２．事業活動支出

①事業費支出 127,518 118,755 8,762
　給与手当支出 33,190 32,251 938
　退職給付支出 - - -
　福利厚生費支出 7,317 6,737 579
　会議費支出 7,407 5,841 1,565
　諸謝金支出 2,602 885 1,716
　資料費支出 2,833 2,671 161
　負担金支出 16,042 17,937 ▲	
 1,895 負担金追加支出による増

　旅費交通費支出 19,580 18,562 1,017 会議および講演会見直しによる減

　事務用品費支出 3,732 3,633 98
　通信運搬費支出 4,143 4,133 9
　印刷費支出 13,902 13,600 301
　雑支出 13,833 9,710 4,122 業務精査による支出の減他

　事務委託費支出 2,920 2,787 132
　租税公課支出 17 2 14

②管理費支出 104,669 97,508 7,160
　役員報酬支出 11,800 11,800 -
　給料手当支出 16,835 16,047 787
	
 	
 嘱託手当支出 1,278 1,277 0
　退職給付支出 - - -
　福利厚生費支出 5,528 5,029 498
　賃借料支出 37,338 37,337 0
　光熱水料費支出 1,920 1,976 ▲	
 56
　清掃費支出 1,807 1,734 72
　通信運搬費支出 1,694 1,495 198
　旅費交通費支出 2,464 2,022 441
　事務用品費支出 2,282 2,159 122
　印刷費支出 712 1,050 ▲	
 338
　会議費支出 2,348 2,137 210
　租税公課支出 8,320 8,124 195
　負担金支出 560 559 0
　諸謝金支出 1,068 934 133
	
 	
 保険料支出 - 0 ▲	
 0
　研修費支出 - 34 ▲	
 34
　寄附金支出 100 50 50
　雑支出 6,815 2,653 4,161 業務精査による支出の減他

　事務委託費支出 1,800 1,083 716
事業活動支出計 232,187 216,264 15,922
事業活動収支差額 5,084 22,569 ▲	
 17,485

Ⅱ　投資活動収支の部
１．投資活動収入

①特定資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入 - - -
②投資有価証券売却収入

	
 投資有価証券売却収入 - 1,958 ▲	
 1,958
投資活動収入計 - 1,958 ▲	
 1,958

２．投資活動支出

	
 	
 特定資産積立支出

退職給付引当資産積立支出 5,084 4,401 682
投資活動支出計 5,084 4,401 682
投資活動収支差額 ▲	
 5,084 ▲	
 2,442 ▲	
 2,641

当期収支差額 - 20,127 ▲	
 20,127
前期繰越収支差額 10,668 10,668 -

次期繰越収支差額 10,668 30,796 ▲	
 20,128

（注）千円未満は切り捨てて表示している。

　　　　　

　　　　　

収　支　計　算　書
(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)

科　　　　目

会議および講演会見直しによ

る減


